
 

船橋市雨水浸透ます等設置事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、雨水の流出抑制と健全な水循環の再生を図るため、船橋市内

で住宅等の敷地に雨水貯留浸透施設等の設置又は工事等（以下「設置等」と

いう。）を行う者に対し、予算の範囲内において雨水浸透ます等設置事業補助

金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、船

橋市補助金等の交付に関する規則（昭和５６年船橋市規則第５０号）に定め

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１）雨水浸透ます 住宅等の敷地内に降った雨水を地下に浸透させることに

より、河川等への流出を抑制するとともに、地下水の涵養を図る施設を

いう。 

（２）雨どい取付型雨水貯留タンク 住宅等の屋根等に降った雨水を貯留する

ことにより、河川等への流出を抑制するとともに、庭木への散水等の水

として活用できる施設をいう。 

（３）浄化槽転用雨水貯留施設 公共下水道への接続等により不用となる浄化

槽を転用して、住宅等の敷地内に降った雨水を貯留することにより、河

川等への流出を抑制するとともに、庭木への散水等の水として活用でき

る施設をいう。 

（補助対象者） 

第３条 この要綱により補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対

象者」という。）は、船橋市域内の一戸建ての住宅、共同住宅、長屋住宅、店

舗及び事業所において、土地又は建築物を所有している者（法人及び個人事

業者（事業を行う個人）を除く。）で当該土地又は建築物において雨水貯留浸

透施設等の設置を行おうとするものとし、補助金の交付申請時に、市税を滞

納していない者とする。ただし、市税の納付要件にあっては、市長が必要が

あると認める場合は、この限りでない。 

（補助対象施設） 

第４条 補助金の交付の対象となる雨水貯留浸透施設等（以下「補助対象施設」      

という。）は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める基準に

より設置等を行うものとする。 

（１）雨水浸透ます 次に定める要件のいずれにも該当すること。 

   ア 船橋市雨水浸透ます設置指導基準第７条に定める「雨水浸透ます設



 

置可能区域図」において定める可能区域内の土地及び建築物に設置

等を行うこと。 

   イ 船橋市雨水浸透ます設置指導基準第６条に定める構造を標準とし、

ます内径が３００㎜以上（角ますにおいては、内寸２５０㎜×２５

０㎜以上）の浸透ますとするとともに、越流管が下流の排水管等へ

接続されていること。 

   ウ 設置する基数は、船橋市雨水浸透ます設置指導基準第５条に定める

数とすること。ただし、補助対象とする基数は、同基準別表に定め

る建築面積に応じた最小限の数とし、４基を限度とする。 

   エ 設置の位置は、雨水流出抑制に効果的で建築物及び隣地境界から相

当程度離れた場所とすること。 

   オ 崖上及び擁壁により、１ｍ以上の段差がある場合等、設置により周

辺に崩壊等の悪影響を及ぼす恐れがないこと。 

（２）雨どい取付型雨水貯留タンク 雨どい取付型の専用市販品（中古品、自

作品は除く。）とし、設置した雨水貯留タンクの貯留容量が、５０リット

ル以上であること。 

（３）浄化槽転用雨水貯留施設 次に定める要件のいずれにも該当すること。 

   ア 浄化槽内部の不用部品の撤去及び仕切り板の穴あけ工事であること。 

   イ 雨水の集水及び余水吐の配管工事であること。 

   ウ ポンプ及び水栓の設置に係る工事であること。 

   エ 工事の施工前に汚泥の汲み取り及び清掃をすること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の

対象としない。 

（１）都市計画法に基づく開発行為において、住宅等の敷地内に設置の指導を

受けた場合 

（２）既に補助金の交付を受けた雨水貯留浸透施設等を改造又は修理する場合   

ただし、以前に船橋市雨水浸透ます設置費補助金を利用し、雨水浸透ま

すを設置し、１０年以上経過した場合は、この限りではない。 

（３）移転補償に伴う機能回復により雨水貯留浸透施設等を設置する場合 

（４）第６条に規定する交付申請をする前に、雨水貯留浸透施設等が設置され、

又は発注されている場合 

（５）市長が雨水貯留浸透施設等の設置等を行うことが不適当であると認めた

場合 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、経費から消費税（消費税及び地方消費税）を除いた額

に次の表に定めるとおりとし、千円未満の額が生じた場合は、これを切り捨



 

てるものとする。 

 

区   分 内     容 
補助額及び 

限度額 

雨水浸透ます 

 

設置費のうち右記の

額を補助 

 

補助は最小限の適正

基数、最大４基まで 

・既存ます改修 

（管経路を変更せず、既存通常ます

を浸透ますに取替える工事） 

限度額 

８０,０００円／基 

 

・新設等 

（新規にますの取付工事が必要な

場合で、浸透ますを選択する場合） 

 

限度額 

２０,０００円／基 

 

雨どい取付型雨水貯

留タンク 

 

設置費のうち右記の

額を補助 

・雨水浸透ます（既存ます改修）と同時

に設置する場合 

 

限度額 

３０,０００円 

／１申請 

・上記以外の場合 

 

限度額 

１０,０００円 

／1申請 

浄化槽転用雨水貯留

施設 
設置費の３分の２に相当する額 

 

限度額 

１００，０００円 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、雨水貯留浸透施設等の設置等に

係る工事の着手前に船橋市雨水浸透ます等設置事業補助金交付申請書（第１

号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）位置図 

（２）建築物の配置図に雨水貯留施設等の設置箇所を示した図面 

（３）雨水貯留浸透施設等構造図 

（４）見積書の写し 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（交付の決定） 

第７条 市長は、補助金の交付の申請があった場合は、その内容を審査し、必

要があると認められるときは、現地調査を行い、補助金を交付すべきものと

認めたときは、交付の決定をするものとする。 

（交付の条件） 

第８条 交付の決定をする際の条件は、次のとおりとする。 



 

（１）次のア又はイのいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を

受けなければならないこと。 

  ア 補助対象施設の内容の変更をしようとする場合 

  イ 補助対象施設の設置等を中止し、又は廃止しようとする場合 

（２）補助対象施設の設置等が予定の期間に完了しない場合又は遂行が困難と

なった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなけれ

ばならないこと。 

（決定の通知） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、その決定の内容及びそれ

に条件を付した場合はその条件を、船橋市雨水浸透ます等設置事業補助金交

付決定通知書（第２号様式）により、補助金の交付を決定した者（以下「交

付決定者」という。）に通知するものとする。 

（変更の承認申請) 

第１０条 交付決定者は、第８条第１項第１号の規定により市長の承認を受け

ようとする場合は、着手前に変更（中止・廃止）承認申請書（第３号様式）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）建築物の配置図に雨水貯留施設等の設置箇所を示した図面 

（２）雨水貯留浸透施設等構造図 

（３）見積書の写し 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、補助対象施設の設置等が完了したときは、その完了

した日から起算して２０日を経過する日又は補助金等の交付決定に係る会計年

度が終了する日のうちいずれか早い日までに、船橋市雨水浸透ます等設置実績

報告書(第４号様式)に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければな

らない。 

（１）工事写真 

（２）領収書（原本） 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

２ 市長は、前項の規定による報告の内容を審査及び現地調査等により補助対

象施設の設置等が完了したと認めたときは交付決定者に対し、船橋市雨水浸

透ます等設置事業補助金交付確定通知書（第５号様式）により補助金の交付

確定を通知するものとする。 

（請求の手続） 

第１２条 交付決定者は、交付確定通知書を受領した日から起算して１４日以

内に、船橋市雨水浸透ます等設置事業補助金請求書（第６号様式）を市長に



 

提出しなければならない。  

（交付決定の取消） 

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）この要綱の規定に違反したとき、又は市長の付した条件に従わなかった

とき。 

（３）補助金等の交付決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令等に違

反したとき又は市長の処分に従わなかったとき。 

２ 補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合に

おいて、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて返還を命じるこ

とができる。 

（維持管理） 

第１５条 この要綱により補助金の交付を受けた者は、定期的な点検・清掃等

を行う等、雨水浸透ます等施設機能の維持のため適切な維持管理に努めなけ

ればならないとともに、市長から要請があった場合には、設置施設を確認さ

せなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１６条 当該補助金の交付を受けた者は、補助金を交付された施設の設置等

を行った後、当該施設を１０年以上存続させなければならない。この場合に

おいて、転居等に伴い当該施設を第三者へ譲渡しようとするときは、その第

三者に対し、存続の必要があることを説明し、その理解を得るよう努めなけ

ればならない。 

（指導及び助言） 

第１７条 市長は、雨水浸透ます等施設の設置等について必要な技術上の指導

助言を行うものとする。 

（関係書類の整備） 

第１８条 当該補助金の交付を受けた者は、当該補助金交付事業等に係る経費

の収支を明らかにした書類を１０年間整備しておかなければならない。 

（補則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

 



 

 

 

 附 則 

この要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

経過措置 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

ただし、様式第６号については、令和４年９月２８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


